
「町民ファシリテーター登録制度」の創設と運用について（案）

なかしべつ町民活動ネットワーク

代 表 本 間 玲 子

１ 制度創設の背景～現状と課題～

本町では町民との話し合いの場を円滑に進めるため、平成 21 年から３年間、職員が研修

でファシリテーションを学んだ。そこで学んだ職員とファシリテーターが開いた会議のう

ち、「自ら考え、行動し、決定することによる町民が主体の自治の実現の最高規範」である

中標津町自治基本条例策定を機に、町民有志がファシリテーター養成講座を開くようにな

った。

以降、町民と職員がともに対話による協働のまちづくりをするための取り組みは着実に

積み重ねられてきた。令和２年度の「町民ファシリテーター養成講座」は「中標津町新型

コロナウイルス対策地域活性化支援事業」で実施。コロナ禍においても、職員と町民がよ

り良い話し合いのための場を増やしてきた。

本町も少子高齢化が進み、人口減少に転じた。財政は基金を取り崩す年が出てきてお

り、施設の老朽化があちこちで課題になっている。協働と町民の合意形成、そして「自分

たちのまちのことは自分たちで考えて決めていく」自治の推進が、本町の持続可能性の鍵

になってくると思われる。

【参考】 意見交換会・ワークショップ等を取り入れた事業

・ 第７期中標津町総合計画策定事業（～令和３年度）

・ 都市マスタープラン策定事業（～令和２年度）

・ まちづくりを考える懇談会（令和３年度～）

・ まちづくり町民会議（空き家編）（令和４年度）

・ まちづくり町民会議（どうする！？人口減少！！編）（令和４年度）等

2 課題に向けた方策

（１）目的

町民ファシリテーター養成講座の受講生で、基本的なファシリテーションの手法を学び、

話し合いの場づくりを促進する意欲がある人を町民ファシリテーターとして登録すること

により、町民の意見を引き出し、多様な意見の合意形成を円滑に進め、町民が主体の自治

の実現を図る。

（２）方策

行政や町内会・町民活動団体等がファシリテーターを登用し、意見交換会やワーク
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ショップ等が行えるよう「町民ファシリテーター登録制度」を創設する。

（３）政策的な位置づけ（令和５年１月時点）

・中標津町自治基本条例

・第 7期中標津町総合計画

・第 2期中標津町都市計画マスタープラン

・中標津町施政方針（令和４年度）

◇自治基本条例でファシリテーターを登録する根拠は、自治体によってさまざま。

・条例内で明確に記載しているのは牧之原市。

・解説で記載しているのは明石市。

・条例施行規則で定めているのは守山市。

第７期中標津町総合計画より（一部抜粋）

１ まちの将来像（一部抜粋）

「町民」「団体」「企業」「行政」がつながることにより、町の活気や支え合い、新た

な価値の創造などにつなげ「住みたいまち、住み続けたいまち」に向かっていくこと

を目指します。

２ まちづくりの目標

（１）基本目標

基本目標１ つながりが未来を築くまちづくり

町民と行政の対話による協働を推進し、互いのつながりを強めることにより、多様

化・専門性が進む課題に対応するまちづくりを進めます。

また、多くの人々の関わり・交流することを推進するとともに、行政ニーズに適切に

対応できる安定した行政運営に努めます。

中標津町自治基本条例より

第４条 町民、議会及び行政は、次の原則に基づき、中標津町の自治の実現を図ります。

(１) 情報共有 議会及び行政が持つ情報を積極的に公開し、説明することにより、町

民と共有することをいいます。

(２) 町民参加 町民が暮らしやすい地域社会をつくるために、主体的にかかわり、行

動することをいいます。

(３) 協働 町民、議会及び行政が共通の目的を実施するために、それぞれの役割と責

任により、相互の立場を尊重し、対等な関係に立って協力することをいいます。



３ 町民ファシリテーター登録制度とは

◇ どういう要件を満たした人が登録するのか？たとえば…

・町民ファシリテーター養成講座を受講した町民

・話し合いの促進に意欲のある人

第２期中標津町都市計画マスタープランより（一部抜粋）

中標津町では、これまで都市計画のルールを定め、多くの事業によって市街地を形成

し、暮らしやすいまちを目指して取り組んできました。

一方、わが国全体で人口減少が進む中、本町においても人口減少が進んでおり、財政

的な制約も大きくなると予測され、今後行政だけでより良いまちを実現することは

難しくなってきています。暮らしやすく快適に生活できるまちにしていくためには、

行政だけでなく、町民、企業、団体などの様々な主体が、知恵を出し合い、補い合い、

できることを重ね合わせて、まちの課題解決に取り組む「協働のまちづくり」が必要

不可欠となっています。

令和４年度施政方針より（一部抜粋）

１ つながりが未来を築くまちづくり

（１） 協働のまちづくりの推進

町民主体の自治を実現するための最高規範である自治基本条例に基づき、自治の基

本原則である「情報共有」「町民参加」「協働」を踏まえた、町民と行政の協力による

新たなまちづくりの指針として策定しました第７期総合計画を基に、今後のまちづく

りを推進してまいります。

昨年見直しを行いました自治基本条例の進行管理を引き続き行うため、私の附属機関

であります自治推進会議の新たな体制を整備し、この条例を守り育て、実効性を高め

自治の推進を図り、切れ目なく協働のまちづくりを進めてまいります。

また、地域コミュニティの中心的な役割を担う町内会活動につきましては、加入率の

低下、役員の高齢化や担い手不足など、活動を継続していくための課題解決に向けた

対策について、継続審議が必要であるとの意見も付されていますので、全町内会連合

会などとの対話を重ね、進むべき方向性について検討を進めてまいります。



◇ 養成講座の内容は？

・しっかり活動してもらいたいので講座をすべて受講した人か？

・町民参加を重視して、登録を希望すれば一部受講でも良い？

４ 町民ファシリテーター養成講座の予算

・講師報酬は、講師の交通費と謝礼。遠方からの場合は宿泊費が必要。

・模造紙や付箋、ペンやクリップボードなどの消耗品費

・会場によっては会場費が必要になる。（町主催で町の施設ならば無料）

・市民活動センターが研修・登録している場合もある。（業務委託等）

５ 制度運用の流れ（依頼の仕組み）

７ その他

・町民ファシリテーターへの報酬基準は？

・ファシリテーターの質向上への取り組みは？

・難しい意見交換会や高度な技術が必要なワークショップの場合は？

・打診があっても、町民ファシリテーターが集まらない場合は？

・登録期限は？

企画

依頼

打ち合わせ実施

振り返り

主催者から登録管理者へ打診

→町民Ｆ募集

主催者と町民Ｆの

マッチング

主催者と町民Ｆで

事前打ち合わせ

町民Ｆ→

登録管理者へ報告


